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温室効果ガス排出量の把握方法 
 
はじめに 
・温室効果ガス排出量を算出する方法には①エネルギー・燃料使用量×排出係数、②活動量×排出係数

の 2つがある。 
・公表されているデータとしては、国・県・市が発行している統計資料がありますが、一般的に精度の

高い統計値が得られるのは、国・県レベルであり、市レベルでの統計値は何らかの指標により按分さ

れたものが多い状況にある。特に温室効果ガス排出量を算出するために必要となるエネルギー・燃料

に関する統計資料については市レベルの実績を正確に反映している資料はほぼない状況となってい

る。 
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１ 温室効果ガス排出量の推計方法 

（１）エネルギー・燃料使用量×排出係数 

・エネルギー・燃料の使用量に排出係数を乗じて算出する。 
 

エネルギー・燃料の使用量×排出係数＝温室効果ガス排出量 
 

例１：都市ガス 
排出係数：2.23 kg-CO2/m3（1 m3の都市ガスを燃焼させると 2.23 kgの CO2が排出される） 

10 m3を使用したとすると… 
10 m3×2.23 kg-CO2/m3＝22.3 kg-CO2 

例２：電気 
排出係数：0.512 kg-CO2/kWh（1 kWhの電気を使用すると 0.512 kgの CO2が排出される） 

10 kWhを使用したとすると… 
10 kWh×0.512 kg-CO2/kWh＝5.12 kg-CO2 

 

 

 

 

図1 エネルギー・燃料使用量からの温室効果ガス排出量の推計イメージ 
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（２）活動量×排出係数 

・何らかの活動・行為の量・規模に排出係数を乗じて算出する。 
 

活動量×排出係数＝温室効果ガス排出量 
 

例１：一般廃棄物の焼却 
排出係数：2.77 t-CO2/t（一般廃棄物に含まれるプラスチックごみを 1 t焼却すると 2.77 tの CO2が排出さ

れる） 
21,000 tを焼却したとすると… 

21,000 t×2.77 t-CO2/t＝58,170 t-CO2 

※ 食物くずや紙くず等の自然由来の原料の焼却による二酸化炭素の排出はない 
 
例２：自動車の走行（所有） 
排出係数：267.8 g-CO2/km（自動車で 1 km走行すると 208.5 gの CO2が排出される） 
尼崎市に登録されている自動車が走行したとすると… 
95,000 台（登録数）×1.4 回（各自動車あたりの運転回数）×12 km（運転 1 回あたりの距離）×267.8 
g-CO2/km×365日≒156 kt-CO2 

 

例３：製品（エチレン）の製造（現行計画では採用していない） 
排出係数：14 kg-CO2/t（エチレン 1 tを製造すると 14 kgの CO2が排出される） 

10 tを製造したとすると… 
10 t×14 kg-CO2/kWh＝140 kg-CO2 

 

 

 
図2 活動量からの温室効果ガス排出量の推計イメージ 
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２ エネルギー・燃料使用量を把握して推計するもの（按分法・積上法） 

（１）積上法による推計（直接的にエネルギー使用量を把握 精度：高 作業量：多） 

・積上法は、統計やアンケート調査などにより尼崎市に実際のエネルギー・燃料使用量を把握するこ

とにより、温室効果ガス排出量を算出するため、尼崎市の実態を反映した精度の高い値を算出でき

る。ただし、尼崎市内の全てのエネルギー・燃料使用量を把握するためには、現実的には不可能で

ある。 
 

表1 把握しているエネルギー・燃料使用量 

部門 エネルギー・燃料種 把握方法 精度※１ 

産業部門 

電気・ガス 全国の小売事業者のうち尼崎市に供給の

可能性がある事業者に照会 
◎ 

その他燃料※２（重油、軽油、灯油、

都市ガス、LNG、LPGコークス） 
環境保全協定※３の締結事業者からの報告 

○※４ 

業務その他部門 
電気・ガス 全国の小売事業者のうち尼崎市に供給の

可能性がある事業者に照会 
◎ 

家庭部門 
電気・ガス 全国の小売事業者のうち尼崎市に供給の

可能性がある事業者に照会 
◎ 

運輸部門 
軽油（バス） 市内路線で使用した軽油を事業者（阪神バ

ス（株））に照会 
◎ 

※１ ◎：尼崎市の実態を反映、○：概ね尼崎市の実態を反映、△：全国の平均値など、×：尼崎市の実態を反映しているか不明 
※２ 小売事業者から把握している都市ガス販売量（産業部門）に対する環境保全協定に基づき把握している都市ガス使用量は 8割～9

割となっているため（産業部門における都市ガス使用量の 8 割～9 割は環境保全協定締結事業者が使用）、「その他燃料」につい
ては、環境保全協定締結事業者からの報告値にカバー率の逆数を乗じて算出している。 
カバー率＝環境保全協定に基づき把握している都市ガス使用量／小売事業者から把握している都市ガス販売量（産業部門） 

※３ 環境保全協定とは、一定規模以上の事業者が事業活動に伴って生じる環境負荷の低減を自主的かつ率先的に行うことを目的に尼

崎市と締結している協定であり、市内 33社（34事業者）と締結している。 
※４ 産業部門における都市ガス使用量の 8割～9割は環境保全協定締結事業者が使用しているため、「その他燃料」の使用量の精度は

「○：概ね尼崎市の実態を反映」としている。 
 

（２）按分法による推計（間接的にエネルギー・燃料使用量を把握 精度：低 作業量：少） 

・エネルギー・燃料使用量に関する値を国・県の各種統計から拾い、指標を基に尼崎市分の実績を電

卓で計算するだけで算出することができるため作業量は少ない。ただし、統計手法が変わった場合

に、算出ができなくなるほか、指標とエネルギー・燃料使用量（または、温室効果ガス排出量）の

関係性が低い場合には実態と乖離する可能性がある。 
 

表2 統計値と按分指標 

部門 
エネルギー・燃料に関する統計の種類 按分に用いる指標 排出量 

エネルギー・燃料種 統計・調査名 統計の対象 精度※１ 指標 統計・調査名 精度※１ 精度※１ 

産業部門 
その他燃料（石炭、原

油、石油製品など） 
都道府県別エネルギー消費

統計（資源エネルギー庁） 
兵庫県 △ 

就業者数 統計書（尼崎市） 
◎ 〇 

業務その他部門 
その他燃料（石炭、原

油、石油製品など） 
都道府県別エネルギー消費

統計（資源エネルギー庁） 
兵庫県 △ 

就業者数 統計書（尼崎市） 
◎ 〇 

家庭部門 
その他燃料※２（灯油・

LPG） 
家計調査（総務省） 

神戸市 △ 
世帯数 統計書（尼崎市） 

◎ △ 

運輸部門 電気・軽油（鉄道） 鉄道統計（国土交通省） 各事業者 △ 営業距離 地図から継続 ◎ 〇 
※１ ◎：尼崎市の実態を反映、○：概ね尼崎市の実態を反映、△：全国の平均値など、×：尼崎市の実態を反映しているか不明 
※２ 尼崎市は調査対象市となっていないため近隣地の値として統計対象となっている神戸市（県庁所在地）のデータを活用している。 
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３ 活動量を把握して推計するもの（精度：高・中 作業量：少） 

・活動量を正確に判断できればある程度、精度の高い推計を行うことができるほか、エネルギー・燃料

の使用に伴わない温室効果ガスの排出を推計することができる。 
 

表3 活動量と補正指標 

部門 

活動量に関するデータの種類 補正に用いる指標 排出量 

エネルギー・燃料種/活動

の種類 
統計・調査名/把握方法 統計の対象 精度※１ 指標 統計・調査名 精度※１ 精度※１ 

運輸部門 
ガソリン、軽油、天然ガ

ス、LPG（自動車） 
全国道路・街路交通情勢調

査（国土交通省） 
尼崎市 ◎ 

車両保有

台数 
統計書（尼崎市） 

◎ ×※3 

廃棄物部門 

一般廃棄物中に含まれれ

るプラスチック量 
クリーンセンター（尼崎市）

に照会 
尼崎市 〇※２ （按分なし） 〇※２ 

下水処理量 浄化センター（尼崎市）に

照会 
尼崎市 ◎ （按分なし） ◎ 

下水汚泥処理量 兵庫県に照会 尼崎市 ◎ （按分なし） ◎ 
※１ ◎：尼崎市の実態を反映、○：概ね尼崎市の実態を反映、△：全国の平均値など、×：尼崎市の実態を反映しているか不明 
※２ 一般廃棄物すべてに対する調査ではなく、職員による無作為の展開検査による値であるため、年度によって多少の増減が生じる。 
※３ 推計方法としては尼崎市の実態を反映できるものであるが、「全国道路・街路交通情勢調査」に基づく自動車の燃費が過去から更

新されておらず、エコカーの普及状況などが反映されていない。 

 
４ 推計の考え方 

・正確な温室効果ガス排出量を求めるにはエネルギー・燃料使用量を積上法で把握し排出係数を乗じる

ことであるが、すべての事業所からのエネルギー・燃料使用量を把握することは現実的には不可能で

あるため、統計値などを按分してエネルギー・燃料使用量を把握して推計するほか、場合によっては、

活動量に排出係数を乗じて算出するなど補完的な方法を組み合わせる必要性がある。 
・温室効果ガスの総排出量に与える影響や作業量のバランスを考慮しながら推計対象となる部門・ガス

に応じた方法を検討する必要がある。 
・統計値については、公表までに時間がかかるため、推計値に大きな影響を及ぼす値については可能な

限り早い時期に把握できる値にすることが必要がある。 
・施策の効果や社会的な動向の影響を反映できるような推計方法を検討する必要がある。 
 

 

 

温室効果ガス排出量 

①エネルギー・燃料使用量（積上法・按分法）×排出係数 

②活動量×排出係数 

組み合わせて推計する 


